
香芝消防署浄化槽維持管理業務委託仕様書 

 

１ 適用 

  本仕様書は、奈良県広域消防組合香芝消防署庁舎の合併処理浄化槽につい

て、浄化槽法に定める浄化槽の定期点検、保守点検及び清掃に適用する。 

 

２ 業務目的 

  本業務は、浄化槽設備について専門的見地から点検又は測定等により劣化

及び不具合の状況を把握し、保守の措置を講ずることにより、所定の機能を維

持し、事故、故障等の未然の防止に資することを目的とする。 

 

３ 履行場所 

  奈良県香芝市本町 1462番地 

  奈良県広域消防組合香芝消防署 

 

４ 履行期間 

  令和９年１月１日から令和 11年 12月 31日 

本件は、地方自治法第 234条の３の規定による長期継続契約である。よ 

って、当該予算が減額又は削除された場合、発注者は翌年度以降の契約を 

変更又は解除することができるものとする。 

 

５ 浄化槽の仕様書 

  別添設計概要のとおり。 

  運転開始月 平成７年 11月 

  使用開始月 平成７年 11月 

 ※令和５年度に改修工事あり。別添設計概要に記載の原水ポンプ及び散気装

置にあっては新規更新済み。 

 

６ 点検及び保守 

（１）一般事項 

  ア 点検は、本項に定めるところにより適正に行い、必要に応じ、保守その

他の措置を講ずるものとする。 

  イ 保守点検は、通常の使用状態において２週に１回実施するものとする。 

  ウ 駆動装置又はポンプ設備の作動状況の点検又は消毒剤の補給は、必要

に応じ、随時行うものとする。 

（２）保守点検業務 



浄化槽の保守点検は、環境省関係浄化槽法施行規則（59 年厚生省令第

17 号）第２条の規定によるほか、保守点検作業基準については以下に定

める。 

  ア 流入系統 

   流入管、砂だまり、スクリーン、破砕機及び流入調整槽を点検し、必要に

応じて土砂及び遺物等を除去すること。 

  イ 接触ばっ気槽 

①  ばっ気室混合液のかくはん及び回流が正常か否か、散気管の目づま

り、かくはん装置及び接触剤への異物の付着その他の有無を調査する

こと。 

②  ばっ気室底部、越流ぜき、接触剤、スロット及びバッフル等のきょ

う雑物を系外に除去すること。 

③  生物膜が著しく肥厚して接触剤が閉塞し、又は槽内液に多量の浮遊

汚泥を生ずるおそれがあるかどうかを判定すること。必要に応じて生

物膜をはく離し、沈殿分離室に移送すること。 

  ウ 沈殿槽 

① スカムの浮上又はその生成の有無を観察し、多量のスカムが生成され

ている場合は、清掃すること。 

② 底部に汚泥の堆積があるか否かを調べ、返送が支障なく行われている

ことを確認すること。 

③ 越流ぜきから処理水が均等に流水しているか否かを確認すること。 

  エ 汚泥濃縮槽及び汚泥貯留槽 

    汚泥濃縮タンク及び汚泥貯留タンクのスカムの発生状況、越流ぜきの

異物付着状況及び越流状況、臭気の発生状況を点検し、スカムの発生があ

れば沈降しやすいようにする等の措置を講ずること。 

  オ ポンプ等機器類 

    ポンプ類、破砕機、送風機等の運転状況を点検し、注油状況を行うとと

もに、電流値、温度、回転音、振動等を調べ、異常を認めた場合は、その

原因を調査すること。 

 

７ 清掃 

浄化槽の清掃は環境省関係浄化槽法施行規則（昭和 59年厚生省令第 17号）

第 3条の規定によるほか、清掃作業基準につては以下に定める。 

（１）一般事項 

  ア 浄化槽法第 10条に基づき年１回の清掃を実施すること。 

  イ 蚊、ハエ等の発生の防止に努め清潔を保持すること。 



  ウ 除去物質の飛散防止、悪臭発生の防止、消毒等に配慮するとともに、作

業中の事故防止に留意すること。 

  エ 清掃に用いる照明器具は防爆型で作業に十分な照度が確保できるもの

とする。 

  オ 槽内に立ち入るときは、火気に注意するとともに、換気を十分に行い、

安全を確保する。また、換気は作業が完全に終了するまで継続すること。 

  カ 清掃に薬品を用いる場合には、終末処理場の機能を阻害することのな

いよう留意すること。 

（２）清掃作業 

  ア 沈砂池 

沈砂池の沈砂・きょう雑物の異物除去清掃及びスクリーン滓の水洗い 

清掃をすること。 

  イ 計量タンク 

    計量タンクの付着物を水洗いすること。 

  ウ 汚泥計量桝 

汚泥計量桝の付着物を水洗いすること。 

  エ 沈殿槽 

    沈殿槽を水洗いすること。 

なお、泥抜き取りは、本業務に含まないものである。 

 

８ 作業計画書 

受注者は、作業別に実施日時、作業内容、作業手順、作業範囲、業務責任者

名、業務担当者名、安全管理等を具体的に定めた計画書を作成して、作業開始

前に庁舎管理担当者（浄化槽の管理に携わる者で、保全業務の監督を行うこと

を発注者が指名した者をいう。）の承諾を受けるものとする。 

 

９ 業務の実施 

業務は、作業計画書及び庁舎管理担当者の指示に従って適切に行うとともに、

次によるものとする。 

（１）業務の一工程が終了したときは、当該業務に関する部分の後片付け及び清

掃を行うこと。 

（２）業務の実施伴い、作業の対象又はその周辺に汚損等の損害を与えた場合は、

受注者の責任において復旧するものとする。 

 

10 業務の報告 

（１）業務の実施状況及び結果等の記録を報告書としてまとめ、速やかに庁舎管



理担当者に提出すること。なお、報告書には庁舎管理担当者の指示に従い、

それらの状況等を示す写真又は図面等を添付するものとする。 

（２）報告書の提出方法及び提出の期限等については、庁舎管理責任者の指示に

よるものとする。 

 

11 業務の検査 

受注者は、契約書に基づき、その支払いに係る請求を行うときは次の書類を

提出し、発注者が指示した者が行う業務の検査を受けるものとする。 

（１）業務報告書（作業実施報告書、作業日誌等） 

（２）委託業務完了報告書（業務がすべて完了した場合） 

 

12 業務責任者 

（１）受注者は、業務責任者を定め庁舎管理担当者に届け出ること。また、業務

責任者を変更した場合も同様とする。 

（２）業務責任者は、業務担当者に作業内容及び庁舎管理担当者の指示事項等を

伝え、その周知徹底を図ること。 

（３）業務責任者は、業務担当者を兼ねることができるものとする。 

 

13 業務担当者 

（１）業務担当者は、その作業等の内容に応じ、必要な知識及び性能を有するも

のとする。 

（２）保守点検を行うときは、浄化槽管理士がこれを行うか、又は実施に際し監

督するものとする。 

 

14 安全衛生管理 

（１）業務担当者の労働安全衛生管理に関する労務管理については、業務責任者

がその責任者となり、関係法令に従って行うこと。 

（２）業務責任者は、作業従事者に労働安全衛生法に基づく安全教育等の措置を

講ずること。 

（３）業務の実施に際し、アスベスト又はＰＣＢ（ダイオキシン類）を確認した

場合は、庁舎管理担当者に報告すること。 

 

15 緊急時の措置 

業務中に災害及び事故等が発生した場合は、人命の安全確保を優先し、適切

な処置を取るとともに庁舎管理担当者に連絡し、二次災害の防止に努めること。

事後、速やかにその経緯を庁舎管理担当者に報告すること。 



 

16 緊急時対応連絡表 

緊急時における連絡先を作成し、提出すること。 

17 危険防止の措置 

（１）業務の実施にあたっては、常に整理整頓を行い、危険な場所には必要な安

全措置をとり、事故防止に努めること。（マンホール・水槽内作業における

酸欠事故防止等） 

（２）通路上における作業の場合は、職員、来庁者の安全を確保するための措置

を講じること。 

（３）業務を行う場所又はその周辺に第三者がいる場合又は立ち入るおそれが

ある場合には、庁舎管理担当者に報告の上、危険防止に必要な措置をとり事

故を防止すること。 

 

18 火気の取扱い 

  作業等に際し、原則として火気は使用しない、火気を使用する場合は、あら

かじめ施設管理担当者の承諾を得るものとし、その取扱いに際しては十分注

意すること。 

 

19 危険等の取扱い 

  薬品、その他の危険物の取扱いは、関係法令等によること。 

 

20 庁舎内施設等の利用 

建物内のトイレ、エレベーター等の一般共用施設は、利用することができる

ものとする。 

 

21 出入り禁止箇所 

  業務に関係ない場所及び部屋への出入りは禁止する。 

 

22 服装等 

  業務関係者は、業務及び作業に適した服装、履物で作業を実施すること。 

 

23 庁舎管理担当者の立ち合い 

  次の場合は、庁舎管理担当者の立会いを受けること。また、受注者側から施

設管理担当者の立会いを求める場合は、あらかじめ申し出ること。 

（１）庁舎管理担当者の確認が立会いにより行われる場合。 

（２）その他、特に庁舎管理担当者から求めがあった場合。 



 

24 業務に伴う廃棄物の処理等 

（１）廃棄物の処理 

業務の実施に伴い発生した廃棄物の処理は、原則として受注者の負担とする。 

（２）産業廃棄物等 

業務の実施に伴い発生した産業廃棄物については、関係法令等を遵守し 

適正に処理すること。 

 

25  作業用仮設物及び持ち込み資機材等 

（１）仮囲い等は、受注者の負担とする。 

（２）仮囲い等は、労働安全衛生法、建築基準法、建築工事講習災害防止対策要

綱その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のものとする。 

 

26  持ち込み資機材の残置 

受注者が持ち込む資機材は、原則として毎日持ち帰るものとする。ただし、

業務が複数日にわたる場合であって、庁舎管理担当者の承諾を得た場合には

残置することができる。なお、残置資機材の管理は、受注者等の責任におい

て行うこと。 

 

27  作業日及び作業時間等 

（１）作業日及び作業時間は、次によること。 

  ア 作業日は、月曜日から金曜日の平日とする。 

  イ 作業時間は、９時から 17時のまでの時間内に実施することとする。 

（12時から 13時を除く。） 

（２）作業中に庁舎管理担当者が災害防ぎょ活動等で不在となったときは、残留

職員の指示を受けること。 

 

28  履行上の注意事項 

委託業務の遂行上知り得た秘密は、他に漏らさないこと。 

 

29  支払条件 

支払条件は、契約期間中各月単位で支払うものとする。受注者は、月単位

（消費税に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てた額とする。）で    

請求し、発注者がその適法な請求を受け取った日から 30 日以内に受注者が

指定する銀行口座に振り込むものとする。 

なお、契約期間中において、消費税率に変更が生じた場合は国税庁が示す



経過処置及び取扱いによるものとする。 

 






































